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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。

　



目 次

頁

【表紙】 ……………………………………………………………………………………………………………………… １

第一部 【企業情報】……………………………………………………………………………………………………… ２

第１ 【企業の概況】…………………………………………………………………………………………………… ２

１ 【主要な経営指標等の推移】………………………………………………………………………………… ２

２ 【事業の内容】………………………………………………………………………………………………… ３

第２ 【事業の状況】…………………………………………………………………………………………………… ４

１ 【事業等のリスク】…………………………………………………………………………………………… ４

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】………………………… ４

３ 【経営上の重要な契約等】…………………………………………………………………………………… ６

第３ 【提出会社の状況】……………………………………………………………………………………………… ７

１ 【株式等の状況】……………………………………………………………………………………………… ７

２ 【役員の状況】………………………………………………………………………………………………… ９

第４ 【経理の状況】…………………………………………………………………………………………………… 10

１ 【四半期連結財務諸表】……………………………………………………………………………………… 11

２ 【その他】……………………………………………………………………………………………………… 21

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】……………………………………………………………………………… 22

四半期レビュー報告書

確認書

　



― 1 ―

【表紙】

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 東北財務局長

【提出日】 2021年11月12日

【四半期会計期間】 第88期第２四半期(自 2021年７月１日 至 2021年９月30日)

【会社名】 東邦アセチレン株式会社

【英訳名】 Toho Acetylene Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 池 田 悦 哉

【本店の所在の場所】 宮城県多賀城市栄二丁目３番32号

【電話番号】 022-366-6110（代表）

【事務連絡者氏名】 上席執行役員管理本部長 小 峰 雅

【最寄りの連絡場所】 宮城県多賀城市栄二丁目３番32号

【電話番号】 022-385-7692

【事務連絡者氏名】 上席執行役員管理本部長 小 峰 雅

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　



― 2 ―

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第87期

第２四半期
連結累計期間

第88期
第２四半期
連結累計期間

第87期

会計期間
自 2020年４月１日
至 2020年９月30日

自 2021年４月１日
至 2021年９月30日

自 2020年４月１日
至 2021年３月31日

売上高 (千円) 13,361,952 13,844,246 29,826,010

経常利益 (千円) 426,067 380,356 1,290,548

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 233,245 217,986 738,162

四半期包括利益又は
包括利益

(千円) 245,585 196,901 863,326

純資産額 (千円) 16,529,638 17,071,072 16,920,229

総資産額 (千円) 28,746,723 28,744,093 29,527,958

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 33.38 31.43 105.73

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 51.89 53.57 51.63

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,050,990 1,214,454 1,210,542

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △165,815 △259,231 △568,922

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △100,099 △345,602 △509,297

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

(千円) 8,515,556 8,472,424 7,862,804

回次
第87期

第２四半期
連結会計期間

第88期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2020年７月１日
至 2020年９月30日

自 2021年７月１日
至 2021年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 16.25 15.06

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２ 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間

の期首から適用しており、当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間に係る主要な経営

指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理の状況 １

四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等） セグメント情報」の「２．報告セグメントの変更等に関する

事項」をご参照ください。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識

している主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変

更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。この結果、前第２四半期連結累計期間と収益の会計処理

が異なることから、以下の経営成績に関する説明において増減額及び前年同期比（％）を記載せずに説明しており

ます。

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

　

(1) 経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症（以下、「感染症」という。）の

ワクチン接種の広がり等により景気回復が期待される一方で、一部地域での度重なる緊急事態宣言の発令や延長が

行われる等、依然として先行きは不透明な状況が続いております。

このような状況下、当第２四半期連結累計期間の売上高は138億44百万円（前年同四半期は133億61百万円）とな

り、営業利益は３億35百万円（前年同四半期は３億51百万円）、経常利益は３億80百万円（前年同四半期は４億26

百万円)、親会社株主に帰属する四半期純利益は２億17百万円（前年同四半期は２億33百万円)となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントとして記載する事業セグメントを変更しており、当第２四

半期連結累計期間の比較・分析は、変更後の区分に基づいております。

　ガス関連事業

ガス関連事業の売上高は、84億円（前年同四半期は73億23百万円）となり、営業利益は５億64百万円（前年同四

半期は５億81百万円）となりました。

当部門の状況といたしましては、溶解アセチレンは圧接向けの需要が低調に推移しました。一方で、酸素は電

炉・鉄鋼向けの需要が増加し、水素は自動車関連・石英加工向けの需要が増加しました。食品用ガスは感染症拡大

の影響があるなか、外食産業の消費需要に支えられ出荷量は増加、液化石油ガス及び石油類は輸入価格の上昇の影

響を受け、売上高は増加となりました。

利益面におきましては、多賀城工場の大規模定期修理に加え、運搬費等の販売費及び一般管理費が増加したこと

により、営業利益は減少となりました。

　

　器具器材関連事業

器具器材関連事業の売上高は、40億48百万円（前年同四半期は46億72百万円）となり、営業利益は88百万円（前

年同四半期は50百万円）となりました。

当部門の状況といたしましては、溶接材料は値上げが浸透し、また自動車向けの需要が回復しつつあるなか、溶

接切断器具は大型工作機械等の受注が減少し、生活関連器具は需要が減少したこと等により売上高は減少しまし

た。営業利益は販売費及び一般管理費の減少もあり増加となりました。
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　自動車機器関連事業

自動車機器関連事業の売上高は、４億53百万円（前年同四半期は４億74百万円）となり、営業損失は０百万円

（前年同四半期は17百万円の営業損失）となりました。

当部門の状況といたしましては、感染症拡大の影響から自動車部品メーカーの国内外の設備投資需要が回復途上

にあるものの、収益認識会計基準等の適用に伴い代理人取引に係る収益認識の方法を変更したことで売上高は減少

しました。また販売費及び一般管理費が減少したことで営業損失は縮小しました。

製氷機関連事業

製氷機関連事業の売上高は、７億99百万円（前年同四半期は８億２百万円）となり、営業利益は48百万円（前年

同四半期は１億12百万円）となりました。

当部門の状況といたしましては、製氷・冷凍機械の需要は堅調に推移しましたが、収益認識会計基準等の適用に

伴い工事契約に係る収益認識の方法を変更したことで売上高は減少しました。また、製氷・冷凍機械の保証工事等

が発生したことで販売費及び一般管理費が増加し、営業利益は減少となりました。

　その他

その他の事業部門の売上高は、１億41百万円（前年同四半期は89百万円）となり、営業利益は18百万円（前年同

四半期は９百万円）となりました。

当部門の状況といたしましては、医療機器の販売が増加したことに加え、収益認識会計基準等の適用に伴い工事

契約に係る収益認識の方法を変更したことで、売上高及び営業利益は増加となりました。

(2) 財政状態の状況

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、287億44百万円となり、前連結会計年度末に比べ７億83百万円減

少となりました。この主な要因は、現金及び預金は増加（６億９百万円）し、製氷機関連事業における工事契約に

係る収益認識方法の変更により契約資産が増加しましたが、ガス関連事業における液化石油ガス及び石油類のエネ

ルギー需要期の売上債権を回収したことで売上債権が減少（７億42百万円）しました。加えて製氷機関連事業にお

ける完成引渡し等に伴う棚卸資産が減少（７億６百万円）したこと等によるものであります。

負債は、116億73百万円となり、前連結会計年度末に比べ９億34百万円減少となりました。この主な要因は、ガス

関連事業における液化石油ガスの需要が減少したこと等により支払手形及び買掛金が減少（３億73百万円）、流動

負債のその他に含まれる契約負債が減少（５億16百万円）したこと等によるものであります。

純資産は、170億71百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億50百万円増加となりました。この主な要因は、配

当金の支払いによる減少（１億73百万円）がありましたが、親会社株主に帰属する四半期純利益を計上（２億17百

万円）したこと及び収益認識会計基準等の適用による影響額（１億26百万円）により、利益剰余金が増加したこと

等によるものであります。

(3) キャッシュ・フローの状況

現金及び現金同等物

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、84億72百万円となり、前

連結会計年度末より６億９百万円(7.8%)の増加となりました。

営業活動で得られた資金は12億14百万円、投資活動で使用した資金は２億59百万円、財務活動で使用した資金は

３億45百万円となり、現金及び現金同等物は増加となりました。

営業活動によるキャッシュ・フロー

売上債権の回収額及びその他に含まれる契約負債が減少しましたが、棚卸資産の減少、仕入債務の支払額が減少

したこと等により、前年同四半期に比べ１億63百万円(15.6%)増加しております。

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の売却による収入はありましたが、有形固定資産の取得による支出が増加したこと等により、前年

同四半期に比べ93百万円(56.3%)支出が増加しております。
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財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入による収入が減少したこと等により、前年同四半期に比べ２億45百万円(245.3%)支出が増加しておりま

す。

(4) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は22百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(6) 生産、受注及び販売の実績

当第２四半期連結累計期間において、ガス関連事業の生産及び仕入実績、製氷機関連事業の生産及び仕入実績、

その他の事業部門の仕入及び販売実績が著しく変動いたしました。

その事情及び内容等については、「(1)経営成績の状況」をご覧ください。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2021年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2021年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,004,000 7,004,000
東京証券取引所

（市場第一部）

　 単元株式数は100株で

　 あります。

計 7,004,000 7,004,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　 該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2021年７月１日～
2021年９月30日

― 7,004 ― 2,261,000 ― 885,000
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(5) 【大株主の状況】

2021年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

東ソー株式会社 東京都港区芝３丁目８－２ 1,713 24.66

日本酸素ホールディングス
株式会社

東京都品川区小山１丁目３－２６ 690 9.93

丸紅株式会社 東京都千代田区大手町１丁目４－２ 440 6.33

光通信株式会社 東京都豊島区西池袋１丁目４－１０ 303 4.37

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目１１番３号 223 3.21

ビービーエイチ フイデリテイ
ピユーリタン フイデリテイ
シリーズ イントリンシツク
オポチユニテイズ フアンド
（常任代理人 株式会社三菱ＵＦ
Ｊ銀行）

245 SUMMER STREET BOSTON, MA 02210
U.S.A.

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 決済
事業部）

158 2.28

あいおいニッセイ同和損害保険
株式会社

東京都渋谷区恵比寿１丁目２８番１号 148 2.14

上田八木短資株式会社 大阪府大阪市中央区高麗橋２丁目４－２ 129 1.87

ＳＳＢＴＣ ＣＬＩＥＮＴ
ＯＭＮＩＢＵＳ ＡＣＣＯＵＮＴ
（常任代理人 香港上海銀行東京
支店 カストディ業務部）

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA USA 02111

（東京都中央区日本橋３丁目１１－１）
125 1.80

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 103 1.49

計 ― 4,036 58.09

(注) １ 所有株式数は千株未満を切り捨てております。

２ 2021年５月26日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、サマラン ユーシ

ッツが2021年５月19日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当第２四

半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めており

ません。

なお、大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）
株券等保有割合

（％）

サマラン ユーシッツ
ルクセンブルグ、L-2163 モントレー通り
11a

319 4.56

３ 2021年９月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、エフエムアール

エルエルシーが2021年８月31日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として

当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含

めておりません。

なお、大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(千株)
株券等保有割合

(％)

エフエムアール エルエルシー
米国 02210 マサチューセッツ州ボストン、
サマー・ストリート245

353 5.05
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2021年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 55,100

― ―

(相互保有株式)
普通株式 26,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 6,912,100 69,121 ―

単元未満株式 普通株式 10,800 ― ―

発行済株式総数 7,004,000 ― ―

総株主の議決権 ― 69,121 ―

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,800株含ま

れております。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数18個が含ま

れております。

　 ２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式27株を含めて記載しております。

② 【自己株式等】

2021年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）

東邦アセチレン株式会社
宮城県多賀城市栄二丁目
３番３２号

55,100 ― 55,100 0.79

（相互保有株式）

カガク興商株式会社
宮城県石巻市三ツ股１丁
目２番７７号

26,000 ― 26,000 0.37

計 ― 81,100 ― 81,100 1.16

２ 【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１１１１１．．．．．四半期連結財務諸表の作四半期連結財務諸表の作四半期連結財務諸表の作四半期連結財務諸表の作四半期連結財務諸表の作成方法につい成方法につい成方法につい成方法につい成方法についててててて

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」 (2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

２２２２２．．．．．監査証明につい監査証明につい監査証明につい監査証明につい監査証明についててててて

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2021年７月１日から2021年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2021年４月１日から2021年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,877,804 8,487,424

受取手形及び売掛金 5,965,227 ―

受取手形、売掛金及び契約資産 ― 5,026,650

電子記録債権 1,590,080 1,786,051

商品及び製品 808,882 906,224

仕掛品 804,392 20,536

原材料及び貯蔵品 135,550 115,423

その他 221,907 230,483

貸倒引当金 △14,828 △14,353

流動資産合計 17,389,016 16,558,441

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,969,393 2,867,610

機械装置及び運搬具（純額） 806,787 826,810

土地 5,576,287 5,631,472

その他（純額） 486,334 602,378

有形固定資産合計 9,838,803 9,928,272

無形固定資産 191,770 214,769

投資その他の資産

投資有価証券 1,258,106 1,166,591

その他 885,172 909,938

貸倒引当金 △34,910 △33,919

投資その他の資産合計 2,108,368 2,042,609

固定資産合計 12,138,942 12,185,652

資産合計 29,527,958 28,744,093

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,277,878 3,731,562

電子記録債務 591,866 764,822

短期借入金 3,200,000 3,200,000

1年内返済予定の長期借入金 210,513 164,133

未払法人税等 250,878 248,243

賞与引当金 374,910 389,390

役員賞与引当金 18,640 ―

その他 1,482,767 985,132

流動負債合計 10,407,453 9,483,284

固定負債

長期借入金 221,680 146,504

役員退職慰労引当金 376,152 392,003

退職給付に係る負債 1,369,318 1,369,287

資産除去債務 5,868 5,922

その他 227,256 276,019

固定負債合計 2,200,275 2,189,737

負債合計 12,607,729 11,673,021
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,261,000 2,261,000

資本剰余金 1,124,362 1,122,978

利益剰余金 11,886,183 12,057,348

自己株式 △91,720 △83,354

株主資本合計 15,179,825 15,357,972

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 64,680 40,149

その他の包括利益累計額合計 64,680 40,149

非支配株主持分 1,675,723 1,672,950

純資産合計 16,920,229 17,071,072

負債純資産合計 29,527,958 28,744,093
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

売上高 13,361,952 13,844,246

売上原価 8,962,304 9,381,800

売上総利益 4,399,648 4,462,445

販売費及び一般管理費 ※ 4,048,209 ※ 4,126,930

営業利益 351,439 335,514

営業外収益

受取利息 209 140

受取配当金 8,631 7,218

受取賃貸料 41,451 42,742

持分法による投資利益 22,777 ―

その他 34,014 41,431

営業外収益合計 107,085 91,533

営業外費用

支払利息 16,276 15,781

賃貸費用 14,232 14,267

持分法による投資損失 － 11,855

その他 1,948 4,786

営業外費用合計 32,457 46,691

経常利益 426,067 380,356

特別利益

固定資産売却益 3,643 22,336

投資有価証券売却益 － 22,025

受取保険金 38,773 －

特別利益合計 42,416 44,361

特別損失

固定資産除売却損 35,475 3,773

減損損失 20,461 8,341

特別損失合計 55,936 12,114

税金等調整前四半期純利益 412,547 412,603

法人税等 174,653 183,557

四半期純利益 237,893 229,045

非支配株主に帰属する四半期純利益 4,648 11,058

親会社株主に帰属する四半期純利益 233,245 217,986
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

四半期純利益 237,893 229,045

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 7,687 △33,226

持分法適用会社に対する持分相当額 4 1,082

その他の包括利益合計 7,692 △32,143

四半期包括利益 245,585 196,901

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 240,642 193,455

非支配株主に係る四半期包括利益 4,943 3,446
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 412,547 412,603

減価償却費 303,761 301,885

減損損失 20,461 8,341

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,448 △1,465

賞与引当金の増減額（△は減少） 8,135 14,480

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △12,130 △18,640

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 19,686 15,851

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 29,224 △30

受取利息及び受取配当金 △8,840 △7,359

支払利息 16,276 15,781

持分法による投資損益（△は益） △22,777 11,855

投資有価証券売却損益（△は益） ― △22,025

固定資産売却益 △3,643 △22,336

固定資産除売却損 35,475 3,773

受取保険金 △38,773 ―

売上債権の増減額（△は増加） 1,717,618 742,605

棚卸資産の増減額（△は増加） △344,504 706,641

仕入債務の増減額（△は減少） △1,090,377 △373,360

その他 208,274 △331,207

小計 1,246,964 1,457,395

利息及び配当金の受取額 10,904 9,423

利息の支払額 △16,217 △15,696

保険金の受取額 38,773 ―

法人税等の支払額 △229,434 △236,667

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,050,990 1,214,454

　



― 16 ―

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △188,157 △339,834

有形固定資産の売却による収入 34,245 27,475

無形固定資産の取得による支出 △22,791 △4,531

投資有価証券の取得による支出 △2,676 △2,714

投資有価証券の売却による収入 ― 52,941

貸付けによる支出 ― △1,000

貸付金の回収による収入 3,562 8,667

その他 10,000 △236

投資活動によるキャッシュ・フロー △165,815 △259,231

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 443,000 208,000

短期借入金の返済による支出 △445,000 △208,000

長期借入れによる収入 300,000 ―

長期借入金の返済による支出 △168,553 △121,556

リース債務の返済による支出 △39,125 △43,175

自己株式の取得による支出 ― △122

子会社の自己株式の取得による支出 △5,580 ―

子会社の自己株式の売却による収入 1,219 ―

配当金の支払額 △175,162 △173,999

非支配株主への配当金の支払額 △10,898 △6,749

財務活動によるキャッシュ・フロー △100,099 △345,602

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 785,075 609,620

現金及び現金同等物の期首残高 7,730,481 7,862,804

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 8,515,556 ※ 8,472,424
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　 該当事項はありません。

(会計方針の変更)

(収益認識に関する会計基準等の適用)

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　これにより、顧客との約束が財又はサービスを他の当事者によって提供されるように手配する履行義務である場合

には、代理人として純額で収益を認識しております。また、従来は工事完成基準を適用していた契約のうち、一定期

間にわたり履行義務が充足される契約については、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込ま

れる時点までの期間がごく短い工事契約を除き、工事進行基準を適用して収益を認識する方法に変更しております。

なお、履行義務の充足に係る進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想される工事原

価の合計に占める割合に基づいて行っております。

　収益認識会計基準等の適用については，収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、

第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連結会計

期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基

準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべて

の収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第86項また書き

(1)に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契約変

更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を第１四半期連結会計期間の期首の利益剰

余金に加減しております。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高が1,656,662千円、売上原価が1,490,905千円減少し、営業利益、経

常利益及び税金等調整前四半期純利益がそれぞれ165,756千円減少しております。また、利益剰余金の当期首残高は

126,755千円増加しております。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた

「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示しており

ます。なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法

により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 2020年３

月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第２四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益

を分解した情報を記載しておりません。

(時価の算定に関する会計基準等の適用)

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業

会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新た

な会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありませ

ん。

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

税金費用の計算 税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利

益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見

積実効税率を乗じて計算しております。
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(四半期連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。
　

前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

貸倒引当金繰入額 △3,445千円 △1,461千円

給与及び賞与 1,475,370 1,478,508

賞与引当金繰入額 367,246 379,199

役員賞与引当金繰入額 2,930 ―

退職給付費用 81,527 87,094

役員退職慰労引当金繰入額 40,176 25,906

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の

とおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

現金及び預金 8,530,556千円 8,487,424千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △15,000 △15,000

現金及び現金同等物 8,515,556 8,472,424
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年５月21日
取締役会

普通株式 174,877 25.00 2020年３月31日 2020年６月30日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

　となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年11月６日
取締役会

普通株式 140,061 20.00 2020年９月30日 2020年12月１日 利益剰余金

当第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年５月13日
取締役会

普通株式 173,576 25.00 2021年３月31日 2021年６月29日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

　となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年11月12日
取締役会

普通株式 138,977 20.00 2021年９月30日 2021年12月１日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

ガス関連
事業

器具器材
関連事業

自動車
機器関連
事業

製氷機
関連事業

計

売上高

外部顧客への売上
高

7,323,071 4,672,209 474,517 802,518 13,272,316 89,636 13,361,952 ― 13,361,952

セグメント間の内
部売上高又は振替
高

― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 7,323,071 4,672,209 474,517 802,518 13,272,316 89,636 13,361,952 ― 13,361,952

セグメント利益又
は損失(△)

581,287 50,801 △17,516 112,593 727,165 9,843 737,009 △385,569 351,439

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、医療機器等を含んでおります。

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額△385,569千円は、すべて全社費用であります。全社費用は、主に報

　 告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

　 ３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

ガス関連
事業

器具器材
関連事業

自動車
機器関連
事業

製氷機
関連事業

計

売上高

一時点で移転され
る財

8,400,200 4,048,925 453,820 80,354 12,983,300 99,977 13,083,277 ― 13,083,277

一定の期間にわた
り移転される財

― ― ― 719,238 719,238 41,730 760,968 ― 760,968

顧客との契約から
生じる収益

8,400,200 4,048,925 453,820 799,593 13,702,538 141,707 13,844,246 ― 13,844,246

外部顧客への売上
高

8,400,200 4,048,925 453,820 799,593 13,702,538 141,707 13,844,246 ― 13,844,246

セグメント間の内
部売上高又は振替
高

― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 8,400,200 4,048,925 453,820 799,593 13,702,538 141,707 13,844,246 ― 13,844,246

セグメント利益又
は損失(△)

564,061 88,673 △440 48,840 701,135 18,099 719,235 △383,720 335,514

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、医療機器等を含んでおります。

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額△383,720千円は、すべて全社費用であります。全社費用は、主に報

　 告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

　 ３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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２．報告セグメントの変更等に関する事項

第１四半期連結会計期間より、従来「その他事業」に含まれていた製氷・冷凍機械装置について、業績を評価する

ために事業セグメントとして独立区分し、報告セグメントとしております。これにより、「その他事業」の重要性が

乏しくなったため、「その他」として記載する方法に変更しております。

なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報については変更後の区分により作成したものを記載しておりま

す。

また、会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認

識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第２四半期連結累計期間の「ガス関連事業」の売上高は186,638千円減少

し、「器具器材関連事業」の売上高は511,018千円減少し、「自動車機器関連事業」の売上高は92,024千円減少し、

「製氷機関連事業」の売上高は908,711千円減少、セグメント利益は171,570千円減少し、「その他」の売上高は

41,730千円増加、セグメント利益は5,813千円増加しております。

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

１株当たり四半期純利益 33.38円 31.43円

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 233,245 217,986

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

233,245 217,986

普通株式の期中平均株式数(千株) 6,988 6,935

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

第88期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）中間配当について、2021年11月12日開催の取締役会において、

2021年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額 138,977千円

② １株当たりの金額 20円

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2021年12月１日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



独立監査人の四半期レビュー報告書

2021年11月12日

東邦アセチレン株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

仙台事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 神 宮 厚 彦

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 成 田 孝 行

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東邦アセチレン

株式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2021年７月１日から

2021年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東邦アセチレン株式会社及び連結子会社の2021年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

　



四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【提出先】 東北財務局長

【提出日】 2021年11月12日

【会社名】 東邦アセチレン株式会社

【英訳名】 Toho Acetylene Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 池 田 悦 哉

【最高財務責任者の役職氏名】 上席執行役員管理本部長 小 峰 雅

【本店の所在の場所】 宮城県多賀城市栄二丁目３番32号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社代表取締役社長池田悦哉及び当社最高財務責任者小峰雅は、当社の第88期第２四半期（自 2021年７月１日

至 2021年９月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認い

たしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。

　



　



　


